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法政大学常務理事（法学部教授）廣瀬克哉氏
　

議
会
活
性
化
特
別
委
員
会
は
、

平
成
26
年
12
月
定
例
会
で
設
置
さ

れ
て
以
来
、
平
成
28
年
３
月
ま
で

の
間
、
計
15
回
に
わ
た
り
委
員
会

を
開
催
し
、
議
会
運
営
の
検
証
及

び
議
会
の
活
性
化
に
関
す
る
調

査
・
研
究
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

　

そ
の
中
で
、
平
成
28
年
２
月
に

は
、
法
政
大
学
常
務
理
事
（
法
学

部
教
授
）
廣
瀬
克
哉
氏
か
ら
、
議

会
基
本
条
例
素
案
に
つ
い
て
専
門

的
か
つ
客
観
的
な
立
場
か
ら
意
見

を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

そ
の
要
旨
と
し
て
は
、
ま
ず
、

北
海
道
栗
山
町
が
平
成
18
年
５
月

に
全
国
に
先
駆
け
て
議
会
基
本
条

例
を
制
定
し
て
以
来
、
10
年
間
に

お
け
る
全
国
の
議
会
改
革
の
動
き

に
触
れ
ら
れ
、
議
会
と
い
う
機
関

が
あ
る
限
り
、
そ
こ
に
は
常
に
改

革
が
存
在
し
う
る
と
の
こ
と
で
あ

り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
議
会
の
役
割
、
ま
ち
の

特
徴
を
分
か
り
や
す
い
言
葉
で
住

民
に
発
す
る
条
例
の
「
前
文
」
の

重
要
性
に
つ
い
て
や
、
議
会
基
本

条
例
な
く
し
て
改
革
は
で
き
な
い

の
か
、
条
例
で
な
け
れ
ば
で
き
な

い
改
革
項
目
は
何
か
な
ど
に
つ
い

て
説
明
が
な
さ
れ
た
後
、
自
由
闊

達
な
討
論
に
よ
り
論
点
を
発
見
し
、

多
角
的
な
視
点
か
ら
議
論
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
偏
り
を
補
正
し
、
議

論
の
場
を
公
開
す
る
こ
と
で
、
慎

重
な
判
断
を
行
う
合
議
体
を
形
成

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
た
め
、

条
例
に
は
、
議
員
間
討
議
や
一
問

一
答
方
式
の
導
入
と
い
っ
た
手
法

を
規
定
す
る
必
要
が
あ
る
と
の
こ

と
で
し
た
。

　

更
に
、
新
た
な
活
動
理
念
と
し

て
、
会
派
や
公
聴
会
・
参
考
人
制

度
の
活
用
、
政
務
活
動
費
の
目
的
、

議
会
事
務
局
の
強
化
な
ど
を
位
置

付
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
議
会
制

度
の
活
用
の
意
義
が
明
確
に
示
さ

れ
る
と
の
考
え
が
述
べ
ら
れ
ま
し

た
。

　

な
お
、
委
員
会
に
お
い
て
は
、

現
在
、
左
の
表
中
に
示
す
工
程
に

従
い
検
討
し
て
お
り
ま
す
が
、
単

に
、
制
定
す
る
こ
と
自
体
が
目
的

で
あ
っ
て
は
な
ら
ず
、
し
か
も
内

容
は
、
理
想
で
な
く
現
実
に
即
し

た
も
の
と
し
、
運
用
・
実
践
面
に

重
点
を
置
い
て
、
条
例
を
設
計
す

る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
認
識
し

て
お
り
、
今
後
も
引
き
続
き
、
実

り
あ
る
形
で
議
論
を
重
ね
て
参
り

た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　作業部会は、議会活性化特別委員
会の下部組織として議会基本条例の
素案に関することや、条例制定後の
諸規則の整理において、委員会の要
請に応じ機動的かつ専門的に研究・
討議を行うために設置されました。
　部会は、３グループに編成し、第
１回目の会議は平成28年２月９日に
ワークショップ形式で開催され、自
由闊達な意見交換が行われました。

　平成28年４月　条例の成案期
　　　　　　　　先進市議会の視察
　　　　　　　　専門的知見の活用
　　　　　　　　執行部との調整など
　　　　　７月　パブリックコメント

の実施
　　　　　８月　条例成案の作成
　　　　　９月定例会　条例案の提案

10さいじょう市議会だより平成28年５月１日

特集記事

議会活性化特別委員会
　平成28年３月定例会第６日目の本会議において、西条市議会
会議規則第45条第２項の規定に基づき、議会活性化特別委員会
の調査中の事件について、平成27年12月定例会に引き続き２回
目の「中間報告」がありました。
　今回の特集記事は、地方自治法第100条の２の規定に基づく専
門的知見の活用を中心に、その要旨を掲載しております。

議会基本条例素案等を
検討する作業部会を設置！

議会基本条例の制定に係る
検討工程（予定）

報
告
の
要
旨


